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平成25年3 月 7 日

経　済　産　業　省

商務流通保安グループ

ガ　ス　安　全　室

取組状況

Ⅳ．ＬＰガス販売事業者等が講ずべき具体的な保安対策（要請４項目）

　最近の事故動向、平成２３年度に実施したＬＰガス
販売事業者等に対する立入検査結果等を踏まえ、保安
院としては、平成２４年度において、次に掲げる４項
目をＬＰガス販売事業者等に要請する。
○法令遵守の徹底
○組織内のリスク管理の徹底
○事故防止対策
○自然災害対策

・平成24年度にガス安全室が10社を対象に実施したトップヒアリング(以下単に「トッ
プヒアリング」という。）の結果、以下の例がみられた。
－法令遵守の徹底として、期限管理等に関し、毎月の幹部会議で進捗状況を確認。
－組織内のリスク管理の徹底として、社内査察（年２回）の実施及び親会社による監査
の実施、基幹システムの変更による管理の徹底、ダブルチェック体制の確立。
－事故防止対策として、CO中毒に関し、業務用換気警報器の無償設置及び周知徹底、指
導施設におけるガス警報器の有償による設置推進、未使用ガス栓への誤開放防止キャッ
プの無償設置（点検調査時等）、調整器等の期限管理の徹底による事故防止。
－自然災害対策として、張力式高圧ホースの設置（地域によっては100%設置済）の推
進。

その際、少子化、高齢化等社会経済情勢を踏まえた自
主保安活動を実施するとともに、業界団体が全国的に
展開する社団法人エルピーガス協会の「ＬＰガス安全
安心向上運動」、日本液化石油ガス協議会の「経営者
保安研修会共同宣言」、近畿液化ガス保安協議会の
「創立４０周年保安宣言」等で実施することとされた
項目を自主保安活動に積極的に取り入れ、かつ、これ
らの宣言等を確実に実施するため、具体的な取組を行
うことが重要である。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－年２回の保安会議にて液化石油ガス販売事業者等保安対策指針「要請４項目」の確認
を行っている。
－「ＬＰガス安全安心向上運動」を受け、販売事業者に起因する事故ゼロを目指す。
－「経営者保安研修会共同宣言」を受け、ＣＯ中毒事故撲滅に向けて、ＣＯ警報機の設
置促進、供給機器等の期限管理の徹底に努めている。
－「創立４０周年保安宣言」を受け、無線式集中監視システムによる保安の高度化を
図っている。

・一般社団法人全国ＬＰガス協会は「ＬＰガス安全安心向上運動」の進捗状況アンケー
トを実施。
・日本液化石油ガス協議会・地域液化石油ガス協議会の集まりである七協議会連絡会議
（以下「七協議会連絡会議」という。）は、１０月に以下の３項目を行動基準として採
択し、実態調査を実施。
（１）消費者に起因するＬＰガス事故の防止対策としての閉栓カバーの普及促進。
（２）事業者に起因するＬＰガス事故の防止対策としての調整器の期限管理の実態調
査。
（３）業務用ＣＯ中毒の事故対策機器の普及状況の実態調査。

・近畿液化石油ガス保安協議会は、「創立４０周年保安宣言」のフォローアップ活動の
一環として、平成２５年２月に、会員企業の具体的な自主保安活動の実績をとりまと
め。

「平成２４年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」の取組状況

「平成２４年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」の記述

　本資料は、保安対策指針「Ⅳ．ＬＰガス販売事業者等が講ずべき具体的な保安対策（要請４項目）」において、ＬＰガス販売事業者等
に取組を求めている事項について、その実施状況をトップヒアリングを通した聞き取り、立入検査による確認、一般社団法人全国ＬＰガ
ス協会からの報告等に基づき、当省においてとりまとめたもの。

資料６－１ 



2

取組状況「平成２４年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」の記述

なお、平成２４年度の立入検査においては、平成２３
年度の立入検査結果を踏まえ、不適切な事案が多数認
められた保安業務に係る委託契約の内容、保安業務
（供給設備点検及び消費設備調査等）の実施状況を中
心に、液石法第１４条第１項に基づく供給開始時又は
記載事項変更時の書面の交付状況、貯蔵施設等に係る
基準適合義務等の遵守状況、バルク貯槽の安全弁の交
換作業の実施状況、保安教育の実施状況、保安業務を
委託している場合の実施結果の確認等業務主任者が行
うべき職務の実施状況、経年管理状況、ＬＰガス販売
事業者等が備えるべき帳簿への記載状況、質量販売に
おける基準の適合状況及び消費設備調査の実施状況を
重点的に確認する。

１．法令遵守の徹底

（１）経営者の保安確保へ向けたコミットメント等
　法令遵守は、ＬＰガス販売事業者等として必須の責
務であり、法令違反の発生は、事業実施の資格を疑わ
せ、かつ、事故に直接つながるものである。いずれの
企業にとっても、安全の確立は、法令遵守が確実にな
されてこそ初めて実現できるものである。特に、ＬＰ
ガスは、全国約２，５００万世帯に供給されている生
活に密着した重要なエネルギーである一方で、一たび
事故が起これば一般消費者等が事故に巻き込まれる確
率の高い製品であり、経営者は、液化石油ガスを扱っ
ているという自己の置かれている社会的責任の重さを
十分に認識し、経営の基本方針として法令の遵守、保
安の確保を掲げ、保安に対する姿勢を経営者が自ら社
内外に明確に表明（コミット）し、保安確保の指導力
を発揮するべきである。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－「保安無くして、販売無し」を基本とし、表明している。
－年度初めに掲げる年度目標は、第1に法令遵守を掲げ、事業部トップ及び保安の実務
を担当する各営業所のトップへ対して保安の重要性を認識させている。
－社の「行動指針」のなかでも、「法令遵守」「安全」を謳っており、各職場で唱和す
るなど徹底を図っている。
－保安対策指針を受けて、自社で「LPガスの保安に関する基本方針」を定め、その中で
「保安を中心に据えた事業運営」について明文化し、日常業務の遂行面では、保安の確
保を強く意識した活動を行うものとしている。

　さらに、経営者は、従業員より率先して法令遵守や
保安確保に対する強い意識を持ち、この強い意識を各
従業員にまで浸透するよう、具体的な行動を示すとと
もに、以下に掲げる具体的な保安対策が着実に実施さ
れ、効果を挙げるよう、経営者の最も重要な役割であ
る、適切な体制の整備並びに質量ともに的確かつ適切
な人員及び予算の確保を図るべきである。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－社内保安体制として、保安部を社長直轄部署とし、保安確保の指導力強化。
－保安体制整備として、保安部増員を図り、保安対応の充実。
－保安対策予算は、対策方針に基づき管理項目ごと不足のないよう確保。多額の費用を
要するものについて、保安確保のために必要であれば当初計上外であっても、最優先で
予算確保を行うよう言及。
－毎月一回、各事業所で実施している保安教育に社長が出席し、保安の確保に努めるこ
とを社員に周知徹底を実施。
－資格試験費用を会社負担とし、資格手当て等の対価を払い、社内のスキルアップを
図っている。
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取組状況「平成２４年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」の記述

（２）ＬＰガス販売事業者及び保安機関の義務の再認識
　ＬＰガス販売事業者が保安業務を保安機関に委託し
ている場合、委託元と委託先のそれぞれの業務と役割
について再認識をすることが必要である。ＬＰガス販
売事業者は、保安業務を委託している場合であって
も、自らがＬＰガスの供給契約を締結している一般消
費者等に対して、液石法に定める保安業務の内容が確
実に提供されるよう保安機関に遺漏なく確認を行う責
務がある。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－委託先との勉強会を実施し、双方で日々の保安業務内容の確認、改善に努めている。
－委託情報は速やかにシステムに取り込み、担当者はもとより、社員がだれでも状況を
把握できるようにしている。
－毎月「保安部会」を開催し、販売事業者としての保安管理状況、及び委託保安機関の
保安実施内容について確認を行っている。

　立入検査においては、保安業務を実施した結果を委
託元であるＬＰガス販売事業者に通知したことが確認
できなかった保安機関が見受けられており、保安機関
は、保安業務の結果を確実にＬＰガス販売事業者に通
知する必要がある。また、ＬＰガス販売事業者は、保
安機関による供給設備点検・消費設備調査の結果、改
善が必要である旨の通知があった場合は、速やかに対
応し、その責務を果たす必要がある。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－緊急時対応等の常時発生がないものの通知については、委託先保安機関から「なし」
の旨をＦＡＸ等で連絡頂くよう指導している。
－改善の必要のあるものについては、自主基準で対応期間をもうけ、期間内に改善入力
のない委託先は、週２回程度、自社で発行し、全営業所が回覧する「保安ニュース」へ
掲載し、早期の実施を促す。
－定期的に情報交換を実施し、必要の都度点検結果を確認している。

・立入検査の結果、保安業務規程には点検結果を販売事業者に３日以内に通知すると規
定されているにも関わらず、容器交換時供給設備点検で問題のなかった設備の結果通知
が遅延していた例があった。また、一般消費者への連絡の項目が抜けているものが多数
あった。保安業務の適切な実施又は保安業務規程の見直しを行うよう指導した。
・立入検査の結果、保安業務に係る委託契約の内容について不備があったこと、保安業
務（供給設備点検及び消費設備調査等）の実施状況における転記ミスが散見されたた
め、速やかな修正を実施するよう指導を行った。
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取組状況「平成２４年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」の記述

（３）保安教育の確実な実施
　液石法では、保安確保のための必要最低限の業務・
基準を規定している。ＬＰガス販売事業者等において
は、液石法に規定する保安業務の内容のほか、販売の
基準も含めた義務等を従業員全員が認識した上で業務
を実施していくことが必要である。さらに、法令上の
義務等にとどまらず、法令に違反した場合の法令上の
措置、違反に起因した事故発生時の社会的責任、更に
は保安レベルの向上に向けて経営者が掲げる経営の基
本方針やその背景についても従業員全員が十分に認識
することが重要である。

　このため、ＬＰガス販売事業者等は、保安教育を的
確に実施する体制を整備するとともに、外部で実施さ
れる講習会等の活用も含めた年間保安教育計画を策定
した上で、保安教育が従業員に対して確実に実施さ
れ、充実するようにする必要がある。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－毎年３月に年間保安教育計画を立て４月は経済産業省の「販売事業者等保安対策指
針」の内容の確認。10月は災害対策保安訓練を実施する事を決めており、その他の月に
は法令、帳簿書類管理、保安業務、設備工事、新人教育等の各事業所の弱い部分を克服
するため必要に応じた教育内容を加える。
－意識向上として、社をあげての「安全標語コンクール」の実施や「安全推進期間」の
設定を行っている。
－パート、事務担当者についても社内保安講習会へ参加するようにしている。
－毎月、各支店にて本社保安部主導で教育を実施。約90分、パワーポイントを活用し
Q&A形式（質疑応答）で行い、理解度テストを実施。終了後、レポートを提出させてい
る。
－高圧ガス保安協会、日液協、地方液化ガス保安協議会、県エルピーガス協会の会員に
なり、各種講習会へ積極的に参加させている。
－各メーカーの講習会にも参加し、現場作業で具体的な視点での対策、方法を習得して
いる。
－全営業所のレベルを統一するため、本社でテーマを確定し同じテーマで毎月教育させ
ている。実施された議事や風景は、共通のサーバへ保存させている。
－年に１回、各営業所毎に保安について討論する。その中で1人必ず1発言以上するよう
にさせることで、保安の意識づけとなるようにしている。

・立入検査の結果、保安講習会等に参加していたものの、社内に講習結果を適切に周知
していない例がみられた。

・経済産業省では、液化石油ガスの保安に特化した指導者の育成を行い、更にその指導
者が各地域で研修会や中小の液化石油ガス販売所等で個別に指導を実施し、全体的な保
安レベルの維持、向上を図った。
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取組状況「平成２４年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」の記述

　また、容器交換時や設備工事・修理等の際の作業ミ
スによる漏えい事故等が依然として発生している他、
バルク貯槽の安全弁交換時の作業ミスによる漏えい火
災事故が発生した。このため、保安教育の実施に当
たっては、標準作業マニュアルを作成する等、作業手
順の再確認及び徹底を図るとともに定められた作業を
適確に実施できる技術力の向上を図るよう指導するこ
とも重要である。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－自社システムに合わせたマニュアルを作成し、それに基づいた教育を実施している。
－交換マニュアルを支店配布している。
－協会等の標準作業マニュアルを用いて、業務主任者社内講習会を年一回実施し、実施
作業を行い、作業内容確認周知を実施。
－工事・作業に入る際必ずミーティングを行い、マニュアルを基に安全確認を行ってい
る。
－一般の設備工事・修理等について、「サービスセンター」が品質管理を実施し、保
安・維持管理も含めた技術力の全体的な底上げを図っている。

　なお、販売グループの中核となっているＬＰガス販
売事業者は、保安業務の高度化を推進するため、グ
ループ内事業者への情報提供や保安教育の実施につい
て主導的な役割を果たすことが望まれる。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－関連会社主体で防災訓練の定期的な保安教育や活動を実施している。
－グループ会社を集めた年一回以上のグループ会議を実施している。
－グループ内で各社の保安査察や保安コンテスト等に積極的に参加し、情報交換等を実
施している。

（４）事業所単位での保安確保
　ＬＰガス販売事業者の事業所や営業所単位で、法令
遵守と適正な保安業務を推進していくためには、事業
所・営業所の責任者が保安業務の監督責任者としての
自覚を持ち、実務面の責任者である業務主任者ととも
に、その企業及び経営者の目指す保安確保への取組を
確実に実践していくことが重要である。しかしなが
ら、最近の立入検査においても、業務主任者や事業
所・営業所の責任者の保安業務への認識が不十分で自
らに課せられた業務について、その監督責任を果たし
ていない事例が見受けられる。

・立入検査の結果、定期供給設備点検及び定期消費設備調査の記録を確認したところ、
未記入及び誤記入があった。未記入や誤記入を正すとともに、業務主任者等の保安監督
者は、保安業務の実施結果の確認を確実に行い、点検・調査を行う者に対して正確な記
入を指導するよう指摘した。
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取組状況「平成２４年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」の記述

　業務主任者は、液石法においてＬＰガス販売事業者
に選任が義務付けられており、液化石油ガスの保安の
確保及び取引の適正化に関する法律施行規則（平成９
年通商産業省令第１１号。以下「液石法施行規則」と
いう。）第２４条に規定されているとおり、自ら販売
する場合の法令遵守はもちろんのこと、保安業務を委
託した場合においてもその実施結果について確認し、
改善が必要な場合には、ＬＰガス販売事業者の責任と
して対応が図られるよう措置することが求められてい
る。このため、ＬＰガス販売事業者は、業務主任者か
らの報告を受け、必要な措置が講じられるよう、業務
主任者及びその報告を受けた事業所・営業所の責任者
の職務・役割を社内の保安に係る規程類において明確
に位置付ける等、実効的に機能する体制の整備を図る
ことが重要である。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－組織の役割、個人の職責、業務主任者の位置づけを組織図に落とし込み、指示命令系
統を社員に認識させている。
－毎年度自社で「LP販売所保安推進計画」を制定し、販売所長の取り組むべき事項を明
確にしている。また、業務主任者の意識・役割を明記している。
－業務主任者の職務を記したカードを配布携帯させ、自覚及び認識を持たせている。
－事業所の許認可、保安業務委託先変更は、業務主任者が保安推進責任者を経由して保
安本部に連絡を入れることをルール化。
－週単位、日常単位で管理する保安業務等の進捗状況や進捗遅れなどは、保安管理部が
発行する社内の「保安ニュース」により全営業所へ喚起させ、進捗が遅い営業所、場合
によっては担当者は、ニュースに掲載させ、事業部全員が意識できる仕組みとしてい
る。

　また、本社と事業所・営業所との間での意思疎通が
不十分であることから法令違反に至った事例が見受け
られる。ＬＰガス販売事業者等は、事業所・営業所で
の業務状況について、法令遵守と保安業務の適切な実
施が行われているかを本社の保安管理部門等が確実に
把握し、不足・不備があれば改めることができるよ
う、内部監査体制等の見直しを含めた整備、充実を図
ることが必要である。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－本社と事業所・営業所の意思疎通として、月に1度の保安部巡回時に社内の統一基準
ですべての事が管理されているかチェックし、指導している。
－点検調査の未実施、保安確保機器の期限管理状況を本社よりコンピューターでチェッ
クし、不備が発見された場合、速やかに改善させる。
－事故事例等の情報は、メール及び社内ネットワーク等で情報を開示。また、重要性の
高い事例等が発生した場合は社内会議を開催し、社内認識周知を実施。
－社内査察を保安部にて年二回実施している。毎回査察点検チェックリストの改善（点
検項目点数化等）を図り、各事業所の弱点等を明確にし、効率的な改善指導に取組んで
いる。
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取組状況「平成２４年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」の記述

（５）営業譲渡時等の保安業務の確実な実施
　ＬＰガス事業者のＭ＆Ａの推進、人口減や世帯数減
による消費者数の減少等によりＬＰガス事業者間での
営業譲渡はこれからも積極的に進められると予想され
る。営業譲渡が行われる際には、多くの一般消費者等
に対して一時期に集中して１４条書面交付や供給開始
時点検・調査等の保安業務を実施する必要が生じるこ
ととなるが、これらを着実に行うことは事故の防止及
び保安レベルの向上の観点から重要である。

　このため、ＬＰガス販売事業者は、営業譲渡等を受
ける場合は、譲渡前の保安状況を事前に確認し、自社
での保安業務遂行に関しての人員確保、実施日数等に
ついて適切に判断した上で行うとともに、譲渡後の緊
急時対応の基準内の確実な実施を含めた保安業務の実
施状況について再度確認をする必要がある。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－業務主任者の主導の下で点検計画を立案、人員が必要の場合は本社へ連絡、各営業所
に対し、応援要請を実施して、人員を確保している。
－譲渡前の消費者の状況はつかみにくくまた、帳簿と実態との相違も想定されるため、
譲渡前に、原則的にすべての現場設備の確認を行うよう指示している。
－事前にメータ、調整器、高圧ホース、転倒防止、ボンベマット等の供給設備の技術基
準不適合を改善し供給機器の期限切れ交換を行う。
－一時的な保安業務実施人員不足に到った場合は、本社が各事業所に対し、応援要請を
実施して人員を確保、漏れの無い確実な保安管理を行っている。
－短期間で保安業務及び１４条書面交付を完了させるため、営業所及びグループ保安機
関の連携を強化している。

　なお、点検等の結果、技術基準等に不適合な供給設
備等があれば速やかに改善することが必要である。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－点検で不良箇所が発生した場合は、業務主任者立会いの下、その場で改善を行ってい
る。
－速やかな改善措置を行うため、不適合の改善も想定した契約を行い、責任、コスト負
担を明確にしておくように指導している。
－改善実施後に供給開始とすることとしている。
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取組状況「平成２４年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」の記述

２．組織内のリスク管理の徹底
　事故や法令違反等の発生の状況を見ると、保安確保
に対する軽視や油断・緩みと考えられるものが散見さ
れる。例えば、保安業務を実施した者のみに任せきり
にし、事業所内での保安の責任者による二重のチェッ
クが行われていない等、組織的な管理・監督がいまだ
に不十分であることが挙げられる。

・立入検査の結果、定期供給設備点検及び定期消費設備調査の記録を確認したところ、
未記入及び誤記入があった。未記入や誤記入を正すとともに、業務主任者等の保安監督
者は、保安業務の実施結果の確認を確実に行い、点検・調査を行う者に対して正確な記
入を指導するよう指摘した。【再掲】

　このため、ＬＰガス販売事業者等は、内部監査によ
り自社の保安業務の確実な実施が確認できるようダブ
ルチェック体制を含めたリスク管理体制の構築、保安
教育から保安業務までを一貫して管理する保安責任者
の設置、内外の事故情報の収集連絡体制の整備を行う
べきである。さらに、ＬＰガス販売事業者等は、保安
院のホームページに公表されている事故事例・立入検
査結果等を参考にして自社が管理している保安業務等
に内在する事故や法令違反が発生するリスク等の要因
の洗い出しを徹底して行い、現場の実態に応じて異な
るそれぞれのリスクを把握・認識し、適切な対策・改
善を継続して実施する「リスクマネジメント」の考え
方を取り入れることにより、リスク管理の徹底を図る
べきである。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－経済産業省のホームページに公表されている事故事例・立入検査結果等は都度「ガス
保安管理部」から社内メールにて情報発信し、共有化を図っている。重要なものについ
ては、「保安部会」のなかで事例紹介し、注意喚起を行っている。
－社内リスクマネジメントを実施し、リスク管理について周知徹底を図っている。
－点検調査票の記載内容等は、ダブルチェックを行い、記入漏れや実施内容の不備等を
防止している。
－確実な保安業務の実施を本社で管理するため、保安査察に関する要領を改め、実施し
ている。

　また、社内において内部監査を実施する場合には、
形式的なチェックに留まらず、あくまでも第三者の視
点から保安業務の実施状況を確認することが重要であ
る。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－社内査察を保安部主導で年二回実施している。うち一回は役員、管理職同行の上、広
い視点で実施している。
－社長による査察を実施している。
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取組状況「平成２４年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」の記述

３．事故防止対策

（１）業務用施設等におけるＣＯ中毒事故防止対策

①　業務用厨房におけるＣＯ中毒事故防止対策
　平成２３年においても、業務用厨房においては、１
０件のＣＯ中毒事故のうち５件が発生し、重大な被害
をもたらしている。直接の原因については、換気設備
の未使用、燃焼器の給気不足による不完全燃焼等によ
るものと推定されているが、業務用厨房におけるＣＯ
中毒事故が多発するのは、業務用厨房の所有者、従業
員等に対するＬＰガスを使用する際の保安啓発が徹底
されていないことにも原因があるものと考えられる。
　このため、ＬＰガス販売事業者等は、次の対策を執
るべきである。

ア）業務用厨房の関係者に対する周知
　ＬＰガス販売事業者等は、換気（給気及び排気）が
十分に行われないと不完全燃焼を起こしＣＯが発生す
るメカニズム等について対面により説明する等、業務
用厨房の所有者、従業員等の理解を促すことが重要で
ある。また、業務用厨房においてひとたび事故が発生
した場合、従業員のみならず来店者をも巻き込み、重
大な結果となることについて周知することが必要であ
る。
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取組状況「平成２４年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」の記述

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－年1回料理飲食店の保安担当者や作業に携わる方への周知を実施している。
－社内査察にて各事業所の活動内容（協会等のチラシによる消費先ヘ向けての対面指
導）確認、指導している。
－「業務用厨房等施設への周知の強化」を自社の今期方針として実施している。
－大型の飲食店や従業員・パート・アルバイトのいる飲食店は、保安連絡員を選任さ
せ、リスト化している。また、担当者の入換えが激しい事が予想されるため、年1回の
更新作業を社内基準として義務付け、その際の訪問時には対面で周知業務を行ってい
る。
－卸会社が作成した懸賞付きCO中毒防止周知パンフレットを利用し、厨房業務従事者、
保安連絡員に注意事項を説明するよう指示している。
－経済産業省、高圧ガス保安協会等が作成したパンフレットを活用し注意喚起を行って
いる。

・一般社団法人全国ＬＰガス協会及び日本液化石油ガス協議会は、８月に経済産業省か
らの要請を受け、ＬＰガス販売事業者に対して、食品工場及び業務用厨房施設で使用さ
れるＬＰガスについての注意喚起を行った。

・中部近畿産業保安監督部は、食品衛生責任者に対し、ＣＯ中毒事故防止についての周
知を行うため、事業者と協力して食品関係団体等への説明やパンフレット配布を実施し
た。

・経済産業省は、以下の事項を実施した。
－総務省消防庁及び東京消防庁に協力を得て、２月に業務用厨房のメンテナンスによる
事故防止についてリーフレットを作成、総務省消防庁が３月１日～７日に実施する「平
成２５年春季全国火災予防運動」において配布した。
－ＣＯ中毒事故の防止のため、関係省庁による会議を設置。事故情報や行政の取組事例
等の情報交換を行った。
－業務用施設等におけるＣＯ中毒事故の防止のため、厚生労働省及びその関係団体に対
して、周知・啓発を行い、全国調理師養成施設協会の全調協ニュースへの掲載を実現し
た。
－業務用厨房の消費者向けにＣＯ中毒事故防止についての周知に必要なリーフレットの
作成を１０月に行った。
－雑誌、新聞への広告掲載及び交通広告を１０月に実施した。
－２月に発生しためんゆで器の排気口閉塞による一酸化炭素中毒事故を受け、所管のＬ
Ｐガス販売事業者に対し、業務用厨房の実態調査を実施し、その結果及び推奨する取組
について、事業者へ通知し、併せてＨＰで公表を行った。

　具体的には、業務用厨房の関係者向けにガス機器使
用時の注意事項をまとめたパンフレット、マニュアル
等を有効に活用して、業務の機会を通じて直接、関係
者に対する注意喚起を徹底するべきである。
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取組状況「平成２４年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」の記述

イ）業務用換気警報器・ＣＯ警報器の設置の促進
　ＬＰガス販売事業者等は、業務用厨房の使用者や所
有者に対し、業務用換気警報器・ＣＯ警報器の設置の
促進を引き続き継続する必要がある。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－業務主任者の主導の下、消費先に対し警報器買取りによるＣＯ警報機の設置を相談。
理解が得られない場合はＣＯ警報器の無償貸与にて設置対応を指示している。
－交換年に改めて説明の場を設け、促進展開を図っている。
－平成22年4月から、業務用施設についてはＣＯ警報器、業務用換気警報器の設置推進
を実施しており、初回に限り無償化することで導入促進を図っている。

・七協議会連絡会議では「業務用ＣＯ中毒の事故対策機器の普及状況の実態調査」を３
項目の行動基準の一つとしており、平成２４年１２月末現在、普及率は６２％（全２２
０社中　回答率９４％）。

　さらに、保安院は、業務用厨房における事故防止の
ためにどのような措置が有効か、法的規制も含め引き
続き検討している。

　

②　業務用厨房以外におけるＣＯ中毒事故防止対策 　
　平成２１年に山口県のホテルで発生したＣＯ中毒事
故の原因調査、再発防止策を検討するため設置された
「山口県における液化石油ガス一酸化炭素中毒事故原
因調査・再発防止検討委員会」が平成２２年１月に取
りまとめた報告では、ＬＰガス販売事業者、燃焼器製
造メーカー、国等がそれぞれ取り組むべき対策が述べ
られているところであり、ＬＰガス販売事業者は、引
き続き、ホテル・旅館等に対して周知活動を通じて漏
れなく注意喚起を継続的に実施することが必要であ
る。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－業務用厨房に対する注意喚起活動と並行して、その他業務用施設（使用量が多い施
設、不特定多数が利用する施設（ホテル・学校・病院等）、使用者と管理者が異なる施
設等）に対しＣＯ中毒事故防止に関する周知・注意喚起を実施している。
－点検調査や訪問時に、業務実態に合った周知パンフレットを利用し取扱いなどについ
ての説明を実施している。
 
・経済産業省は、月刊ホテル旅館をはじめとした業務用厨房以外（ホテル・旅館等）に
おけるＣＯ中毒事故防止についての注意喚起のため、専門誌等への広告掲載を１０月及
び１月に行った。

　平成２３年には、業務用厨房以外において、旅館、
協同組合の作業場でそれぞれ１件のＣＯ中毒事故が発
生している。これらに対しても業務用厨房に準じたＣ
Ｏ中毒事故防止対策を講じていく必要がある。
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取組状況「平成２４年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」の記述

（２）一般消費者等に起因する事故の防止対策

①　一般消費者に対する周知等による保安意識の向上
　安全機器の設置や適格な消費設備調査の実施がなさ
れている場合であっても、一般消費者の機器の誤使
用・取扱いの不備等を防ぐことはできず、これらを原
因とする事故はいまだ多く発生している。こうした事
故の発生を防止するためには、一般消費者が正しいＬ
Ｐガス及び関連機器の取扱方法を理解し、実行できる
ことが最大の解決方法であり、このために定期的な周
知を液石法上義務付けているものである。

　このように、なぜ一般消費者に対して周知により保
安のための普及啓発を行うのかという原点に立ち戻れ
ば、チラシ等を投函するのみといった形式的な対応と
はならないはずである。このような点を踏まえ、ＬＰ
ガス販売事業者等は、事故の発生の防止につながるよ
うな一般消費者への普及啓発を、粘り強く、以下のよ
うな工夫を図りながら実施していくことが極めて重要
である。
・一般消費者との接点を増やすために、法定の定期点
検・調査以上の頻度での一般消費者宅の訪問、コンロ
清掃、料理教室、セミナーなどのイベントの活用、町
内会・自治会・婦人会等との共同の防災訓練など地域
貢献活動による消費者との接点の強化
・事故事例を身近な事例として認識してもらうため
に、保安院のホームページに公表されている実際の事
故事例等の活用
・ＬＰガス販売事業者等の最大の特長とも言える一般
消費者との直接面談の機会を最大限に活用するため、
実際に機器を使用した対話形式での実施、実施者の
ロールプレイングによるトレーニングの徹底

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－消費先との接点を増やす活動として、コンロ、レンジ周りの清掃活動、当社主催の展
示会を実施している。
－地域ごとに定期的にミニ料理教室を主宰し、火災事故防止にＳｉコンロの紹介やＣＯ
中毒事故防止のためＣＯ中毒のメカニズムを周知している。
－周知文章として、各県エルピーガス協会が毎年発行するものを使用し、ＣＯ防止等的
を絞ったものを説明する場合は、元売りメーカーや行政庁が発行したものも使用してい
る。
－周知の際は対面周知とし、周知実施後に受領書に印を貰う事としている。

・経済産業省は、以下の事項を実施した。
－一般消費者等におけるＣＯ中毒事故の防止についての注意喚起のため、新聞及び交通
機関等への広告掲載を１０月、１月に行った。
－周知に必要なリーフレットの作成を１０月に行った。
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取組状況「平成２４年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」の記述

②　誤開放防止対策の推進
　二口ガス栓のガス器具に接続されていない方のガス
栓を誤って開けてしまい、放出されたＬＰガスが原因
となる誤開放による事故が増加傾向にある。このよう
な誤開放の対策としては、燃焼器に接続されていない
ガス栓を開けられることのないようにする「閉栓カ
バー」が既に実用化されているところである。保安院
では、「閉栓カバー」に着目したチラシを作成し、平
成２４年２月よりホームページに掲載してその普及を
促進している。

　ＬＰガス販売事業者等においても、「閉栓カバー」
は誤開放による事故の防止への効果が十分期待できる
こと、簡便な器具でありコスト面での負担は比較的小
さいと考えられること、また、既に積極的にこれらの
設置を推進しているＬＰガス販売事業者等もあること
を踏まえ、「閉栓カバー」の設置の促進を検討し、実
施に移していくことが求められる。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－今年の7月の責任者会議において指示、供給開始時点検調査時および定期点検調査時
に閉栓カバー取付を実施している。ヒューズなしガス栓はその場で交換、2口ヒューズ
ガス栓はゴムキャップ及び取付閉栓カバーを取り付けか、1口ヒューズガス栓に交換し
ている。
－閉栓カバーを購入、対象消費先をリストアップし、必要個数を各事業所に配布展開。
対象の消費先が発見された場合は、無料にて設置する活動を実施。普及促進に努めてい
る。
－平成２４年６月「ホースガス栓用閉栓カバー」をはじめとした『ガス事故防止３点
セット』を導入、設置を開始した。

・七協議会連絡会議では「消費者に起因するＬＰガス事故の防止対策としての閉栓カ
バーの普及促進」を３項目の行動基準の一つとしており、平成２４年１２月末現在、実
施中が４１％、実施予定が５１％（全２２０社中　回答率９４％）。

　なお、このような二口ガス栓の誤開放防止対策とし
ては、一口ガス栓に切り替えていくことがより直接的
な対策となるものである。ＬＰガス販売事業者等は、
既に積極的に一口ガス栓への切り替えを実施している
ＬＰガス販売事業者等もあることを踏まえ、誤開放防
止対策の一環としての実施を検討していくことが求め
られる。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－一次処置として「閉栓カバー」を設置し、点検時に一口ガス栓ヘ交換する事を基本と
して活動している。
－既存の二口ガス栓の先については一口に切り替えることが理想ではあるが、消費設備
調査時に、オンオフ式であるかどうかを確認するとともに、まずは、未使用の口には必
ずゴム栓等の処置をするようにしている。
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取組状況「平成２４年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」の記述

③　家庭における経年対策
　家庭での事故の発生箇所として消費設備（ホース・
ゴム管、こんろ、ふろがま等）が挙げられるが、これ
らの設備における経年劣化の確認は一般消費者自らが
行う必要がある。また、ガス漏れ警報器、ＣＯ警報器
には製品の有効期限が表示されているが、ＬＰガス販
売事業者からリースを受けている場合を除き、一般消
費者が自主的にその期限の確認を取らなければならな
い。しかしながら、一般消費者がこれらの実態につい
て十分に理解が深まっているとは思われない。

　一般消費者自らのＬＰガス事故の発生防止について
意識を高めるためにも、これらの実態を踏まえＬＰガ
ス販売事業者は保安に対しての理解を得るように様々
な機会を通じて積極的に活動することが必要である。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－消費先との接点を増やす活動として、コンロ、レンジ周りの清掃活動、自社主催の展
示会の実施。警報器メーカーによる説明販売を実施し、警報器設置普及に努めている。
－点検時、ゴム管等は無償貸与で交換対応。コンロ、風呂釜はＣＯ中毒のパンフレット
を用いて長期使用の危険性を伝え機器の交換を提案。
－警報器の有効期限を社内システムにて確認し、各事業所ヘ指示、交換対象先ヘ案内展
開。
－賃貸住宅についてはオーナー管理会社に対して旧年式の器具から屋外器具への交換を
周知。

・ＬＰガス安全委員会は、Ｓｉセンサーコンロへの使用促進についてのリーフレットを
２月に作成、周知を実施した。

・経済産業省は、バランス型ふろがまの使用者に向けて安心なガス機器への取替えの推
奨、古いタイプの効きの使用上の注意についてリーフレットを２月に作成、独立行政法
人製品評価技術基盤機構で行われた「ＮＩＴＥ・製品安全センター記者説明会」やＬＰ
ガス安全委員会にて周知を実施した。
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取組状況「平成２４年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」の記述

④　ガス漏れ警報器の設置の促進等
　ＬＰガスの漏えいに起因する事故の防止には、ガス
漏れ警報器の設置が効果的である。社団法人エルピー
ガス協会の平成２３年３月末時点での調査によれば、
共同住宅の設置率は９３．１％（前年同期は９３．
４％）、一般住宅での設置率は７２．５％(同７４．
７％)であり、いずれも前年よりも悪化しており、ま
た、設置の余地がある。さらに、これらのうち製造か
ら５年を経過しているものがそれぞれ８．６％（同
８．５％）、１２．７％（同１２．５％）といずれも
悪化している。

　ＬＰガス販売事業者等においては、ガス漏れ警報器
の製造事業者及びその団体と協力し、ガス漏れ警報器
の効果を一般消費者等にわかりやすく伝える取組など
を進めるとともに、事故の未然防止の観点から、ガス
漏れ警報器の設置の促進及び期限管理に取り組むべき
である。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－チラシ、パンフレット等を配付して消費者へ周知を実施。実施活動状況を 社内査察
時に確認、指導している。
－自主保安の一環で、設置拒否が無い限り、基本的にガス漏れ警報器の設置を実施して
いる。
－ガス漏れ警報器の有効性等を説明し、有償での設置を推進している。
－設置したガス漏れ警報器は、全て電子データで期限管理を行っている。
－定期点検調査時（4年周期）での交換を推進している。

・ガス警報器工業会は、今年度から3ヵ年計画で、ＬＰガス消費先のガス漏れ警報器の
設置・交換を再構築する「リメイク運動」を展開した。
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取組状況「平成２４年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」の記述

⑤　消費設備調査の推進
　消費設備調査は法定事項であるばかりでなく、一般
消費者等との直接面談の機会であることを踏まえ、Ｌ
Ｐガス販売事業者等は、普及啓発の重要な機会として
もとらえて、以下のような工夫を図りつつ、適確に実
施するべきである。
・一般消費者等との接点を増やす観点や、一回の訪問
では実施できない一般消費者等もいることを踏まえ、
法定周期よりも前倒しでの実施
・高齢者や児童でも、また外国人でも理解できるよ
う、学校教科書のＣＯ中毒の記載を参考とした絵を用
いた説明資料や外国語での説明資料の活用
・ガスの請求明細の裏などに注意事項を記載

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－消費設備調査は4年を超えることを未然に防ぐため、自主点検調査周期3年6ヶ月とし
ている。
－外国人向け周知文書等、必要に応じた周知パンフレットを利用し安全な取扱いについ
ての説明を実施している。
－封筒に赤文字で（重要）印を押印し、定期点検の案内を出している。

　一方、消費設備調査を拒否する一般消費者も存在す
るが、適切に実施されない場合は事故の可能性を増加
させるものである。このため、ＬＰガス販売事業者等
は、消費設備調査は法定事項である旨と併せて事故事
例も紹介しつつ、チラシ・パンフレット等も活用し伝
える他、集合住宅の場合には事故の影響は隣室にも及
ぶことを踏まえて管理人の理解を得ることなど、一般
消費者の理解を得られるよう工夫をこらして保安啓発
に取り組むことが必要である。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－消費先ヘ伺い、点検実施の必要性を説明し、理解協力を求める。回答が得られない場
合は、書面にて改めて協力願いを求め、応じられない場合は供給停止の旨を伝える。
（停止まで３段階で警告）供給停止の際は、本社決裁後に実施し、対応している。
－集合住宅の場合は、管理人又はオーナーに理解を求め、管理人又はオーナー立会いの
下、点検作業実施。
－調査拒否顧客でも、外部から漏洩試験を実施（調査拒否の場合は、確認印を取得）。

　なお、不在が続く一般消費者に対しては、十分な書
面での説明、数回にわたる継続的な訪問等十分な手続
きを踏んだ上で、当該一般消費者の安全の確保の観点
から一時的な閉栓に踏み切っているＬＰガス販売事業
者もあり、保安の確保の観点からは参考となるもので
ある。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－不在の場合、前回点検・調査合格日が古い消費者から順に訪問を実施。３回訪問後連
絡をいただけない場合は、４回目訪問時にガス供給停止予告文を投函。その後一定期間
を経過しても連絡をいただけない場合は、５回目訪問時にガス供給停止（保安閉栓）し
ている。
－ガス供給停止（保安閉栓）の後、ガスの開栓を求められた場合は、供給開始点検を行
い14条の保安業務の内容を説明し、ＬＰガスを安全に継続して使用して頂くために点検
調査の重要性を理解して頂くようにしている。
－不在票に連絡先の電話番号、ＦＡＸ番号の他に弊社のメールアドレスを入れ、メール
で調査希望日を回答して頂くようにした。
 


　また、消費設備調査の結果、機器の設置状況等の改
善が必要な場合には、改善未実施に伴う事故の危険性
を事故事例も活用して十分説明を行い、理解が得られ
るよう努力し、早急な改善を図るべきである。一般消
費者等の理解が得られない場合であっても放置せず
に、基準適合命令も視野に入れて都道府県等の行政機
関と相談し、早急な改善が図られるよう対応すること
も必要である。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－設備の改善には顧客の理解と時間の調整が必要。その都度顧客の都合の良い時間を伺
い、自社内又は業者と調整を行い、改善している。
－消費先ヘメーカー等の資料を活用し、改善実施の必要性を説明、理解協力を求める。
理解が得られない場合は、供給停止の旨を伝える。供給停止の際は、本社決裁後に実施
し、対応している。
－改善が必要な消費者に対し、消費者自身の事情で改善が困難な場合は、提示した改善
費用に係る見積書の写し等を保安台帳に保管し、その後６ヶ月以内の再訪問を継続す
る。
－公民館等、予算が必要な物件については行政に要請するなどの取り組みをしている。
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取組状況「平成２４年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」の記述

⑥　リコール対象品等への対応
　消費生活用製品安全法（昭和４８年法律第３１号。
以下「消安法」という。）に基づく回収命令の対象と
なっているパロマ工業株式会社製半密閉式ガス瞬間湯
沸器については、ＬＰガス販売事業者等、都市ガス事
業者等の協力により平成２４年２月末までに４９４台
の対象機器が回収されており、平成２３年２月末時点
以降でも新たに１９台が回収されており、うち１２台
がＬＰガス機器である。

・消安法に基づく回収命令の対象となっているパロマ工業株式会社製半密閉式ガス瞬間
湯沸器について、ＬＰガス販売事業者等、都市ガス事業者等の協力により平成２５年１
月末までに５１６台の対象機器が回収されている。平成２４年２月から平成２５年１月
末時点でも新たに２４台が回収されており、うち１０台がＬＰガス機器である。

　この中には、いまだに開栓状態で使用可能なものと
して発見されたものが２台あり、特に保育園で断続的
に使用されていたものもあったなど、対象機器による
事故の発生のリスクは存在している。また、故障して
使用できない状態であるとして保安台帳に記載されて
いないものや、保安台帳への型式の記入ミス等により
見落とされていたものもある一方で、空家・空室等か
ら発見されたものもあり、ＬＰガス販売事業者等の点
検・調査活動等が行われていたからこそ発見されたも
のもある。

　このように、対象機器はまだ発見され続けており、
事故の発生リスクを低減させていく必要があること、
ＬＰガス販売事業者等による機器の設置状況の把握が
不十分であることに起因しているものがある一方で、
点検・調査など対象機器の発見の機会を有しているＬ
Ｐガス販売事業者等の活動によって発見され、事故を
防止できているものもあることを踏まえ、引き続き、
点検・調査時に遺漏なきよう回収対象機器の確認を実
施することが必要である。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－供給開始時点検調査や定期点検調査時に確認し、毎月報告を毎月経産省へ提出してい
る。
－点検調査票の正確な記載及び事後のダブルチェックを実施。
－自社ホームページにて情報掲載し、周知及び情報提供に役立てている。
－消費者の機器情報について、正確な対応ができるよう、機器型式までシステム登録を
行っている。

・経済産業省は、一般社団法人全国ＬＰガス協会を通じ、販売事業者へ株式会社パロマ
製ガス瞬間湯沸器リコール製品に係る報告と継続的な協力依頼について、改めて６月に
協力要請文書を発出した。
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取組状況「平成２４年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」の記述

⑦　長期使用製品安全点検制度への協力
　平成２１年４月から、消安法に基づき、長期間の使
用に伴い生ずる劣化（経年劣化）により安全上支障が
生じ、特に重大な危害を及ぼすおそれの多い機器につ
いて製造又は輸入事業者が点検を行う制度（長期使用
製品安全点検制度）が開始された。機器の実際の点検
時期は数年後になるものの、所有者に対する点検通知
の基礎となる所有者情報の製造又は輸入事業者への登
録が重要である。

　ＬＰガス販売事業者等は、消安法上、関連事業者と
して保安点検・調査又は周知等の際に、一般消費者に
対し、製造又は輸入事業者に対する所有者情報の登録
や変更が必要であることなどを周知する又はチラシ等
を配布するなどの協力責務を負っているものであり、
一般消費者の保安を確保するためにも、確実に責務を
果たすことが必要である。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－対象機器販売時、お客さまへ当該点検制度の内容を周知するとともに、登録はがきを
投函するようお願いをしている
－供給開始時点検・自主点検時に「長期使用製品安全点検制度」のチラシを配布してい
る。
－一般消費者に「長期使用製品安全点検制度」のチラシを配布している。
－登録はがきの重要性を消費先へ周知。
－社内で、制度について認識周知を展開。今後は、社内ルール化（高齢者の代行記入
等）の検討を行う。
－消費者保安台帳に使用機器情報を管理している。
 
・経済産業省は、ＬＰガス安全委員会とともに、消費生活用製品安全法に基づく長期使
用製品安全点検制度の対象機器について一般消費者に対して制度の概要や登録を周知す
ることを含め、雑誌への広告を１０月、２月に掲載した。

　なお、平成２３年７月より、これまで本制度の対象
ではなかったガス給湯暖房機が対象となっているた
め、注意が必要である。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－ミーティングや教育の場で社内で情報を共有するよう指導している。
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取組状況「平成２４年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」の記述

（３）ＬＰガス販売事業者等に起因する事故の防止対策

①　供給管・配管の事故防止対策
　平成２３年においても、供給管・配管の経年劣化に
よる漏えい事故が多く発生している。白管等腐食しや
すい供給管・配管を埋設管として使用している場合に
は、法令で規定されているとおり１年に１回以上漏え
い試験を確実に行わなければならない。また、埋設管
の腐食しにくいＰＥ管等への取替えを促進することも
必要である。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－目視による月１回の漏えい検知装置（Ｓメータ、切替漏えい検知装置）の確認と記録
を実施している。
－消費先台帳にて埋設部を露出に変更し被覆鋼管やフレキ管への変更を対象消費先ヘ案
内し、活動対応を継続的に行っている。

　また、水道工事業者や解体業者による埋設管の損傷
事故が平成２３年においても引き続き発生している。
他工事業者による埋設管破損を防止するため、ガス供
給設備周辺で他工事の計画がある場合は、確実にＬＰ
ガス販売事業者に知らせるように一般消費者等に対し
て周知するとともに、原則として工事の際に立ち会う
ことも必要である。その際、各地域の水道工事業者等
他工事業者の関係団体との連携を図ることも有効であ
る。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－オーナーや管理会社に対して地面の堀さく等の工事の予定があれば連絡を頂けるよう
1年に1回周知する。
－当社工事の際は消費者に現場の施工説明を行い、今後の運用上の周知展開を行ってい
る。
－共同住宅や簡易ガス事業に多く事故発生の可能性を残している。販売政策・顧客防衛
策と合わせ、できる限り共同住宅オーナー等との接点強化を計らせ情報収集に努めさせ
るよう指導している。

・経済産業省は、他工事業者による事故を防止するため、他工事業者の所管官庁である
国土交通省及び厚生労働省を通じ、他工事事業者に対し、１２月に他工事の際の注意喚
起を行った。

・経済産業省は、７月に、塗装工事業者の業界に対し塗装工事を行う際の給排気口の取
扱い等についての要請を行うよう国土交通省に協力を依頼した。
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②　機器の事故防止対策
　調整器、マイコンメーター、高圧ホース、警報器等
は設置環境や使用状況により電池寿命や機器の劣化の
進行が異なるものの、長期使用に係る漏えい事故が発
生している。高圧ガス保安協会による調整器の事故の
分析結果によれば、平成１４年から平成２３年に発生
した調整器に関する事故１８６件のうち、雪害等の自
然現象や接続作業時のミスなど使用年数に起因しない
ものを除くと４３件であり、これらの直接の原因は腐
食及び劣化によるものである。このうちの８８％に相
当する３８件がメーカーの交換推奨期限である７年及
び１０年を超えてから発生しており、これらは交換推
奨期限以内に交換されていれば事故の発生を未然に防
げたものである。

　また、宮崎県で発生したメーカーの交換推奨期限を
超えて使用された調整器に起因する事故をきっかけと
して、保安院本院及び産業保安監督部で実施した調整
器の期限管理の実態調査の結果、ほとんどのＬＰガス
販売事業者がメーカーの交換推奨期限を超えたものに
ついても計画的に交換していくとの方向を示している
ところである。

　こうしたことを踏まえ、ＬＰガス販売事業者等は、
調整器、マイコンメーター、高圧ホース、警報器等の
期限管理を確実に行うことが必要である。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－調整器、マイコンメーター、高圧ホース、警報器等は、システムにより期限管理を月
一回実施し、交換対象リストをネットワークを利用し全営業所へ周知を実施。
－同一データを使用した営業所と本社の期限切れダブルチェックの実施。
－メーターと調整器は、期限の先に到来するものにあわせ、原則同時交換している。
－警報器は、定期調査時（4年ごと）に、期限が残っていても交換するようにしてい
る。
－集合供給先については、調整器の期限（7年）と、高圧ホースの期限（10年）に差が
生じるが、この場合も調整器の期限に合わせて（7年）高圧ホースも同時に交換してい
る。

・七協議会連絡会議では「事業者に起因するＬＰガス事故の防止対策としての調整器の
期限管理の実態調査」を３項目の行動基準の一つとしており、平成２４年１２月末現
在、メーカーの交換推奨期限を超えて使用されている調整器の割合は、４．１％（全２
２０社中　回答率９４％）。

・経済産業省は、以下の事項を実施した。
－所管のＬＰガス販売事業者に対し調整器の期限管理についての実態調査を行った結
果、期限切れの調整器については、やむを得ない事情があるものを除き、今後自主的な
交換をするとの回答があった。さらに調査時に期限切れの多かった等の数社に対し、追
加で聞き取り調査をした結果、計画的に交換を進めていくとの回答があり、その聞き取
り結果について、ＨＰで公表を行った。
－バランス型ふろがまの使用者に向けて安心なガス機器への取替えの推奨、古いタイプ
の効きの使用上の注意についてリーフレットを２月に作成、独立行政法人製品評価技術
基盤機構で行われた「ＮＩＴＥ・製品安全センター記者説明会」やＬＰガス安全委員会
にて周知を実施した。【再掲】
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　また、充てん容器、高圧ホース等の接続や消費機器
交換・修理の際の工事ミス・作業ミスによるガス漏え
い事故等が多いことから、充てん容器等の接続、消費
機器交換時等の作業の確認、交換等作業終了後の検
査、供給設備・消費設備の工事の確認と管理等を確実
に行うことも必要である。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－供給機器などの交換完了時には必ず漏えい試験等を実施し、確実な工事作業を行った
事を確認する。
－今後、設備工事の自社マニュアルを作成し、保安教育にて確実な作業方法を指導及び
注意喚起を行う。
－訪問時の挨拶、配管の施工、筆記の３部構成で実践型社員教育として、配管コンクー
ルを実施。また、出荷前車両点検、容器積込み、積下ろし、供給設備点検を重視した実
践型社員教育として、デリバリーサービスコンテストを実施している。

　さらに、閉栓先において、充てん容器等が長期にわ
たって放置されていたことよる容器の腐食による漏え
い事故も発生していることから、不要な充てん容器等
の撤去を確実に進めることも必要である。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－閉栓先の充てん容器は速やかに撤去し、供給設備に連絡先を記載した閉栓札を取付け
ている。
－原則的に閉栓先については、社内規定で容器の撤去を義務づけている。しかしなが
ら、放置されている可能性もあるので、配送委託会社にも協力を促し、放置容器の情報
収集とともに発見時には速やかな回収をお願いしている。

　　③　バルク供給に係る事故防止対策

　平成２３年においては安全弁交換時の作業ミスによ
る漏えい火災事故が発生し、人的・物的被害も生じて
おり、その原因は基本的な作業手順によらなかったも
のであった。バルク供給での漏えい事故は、流出量が
多大になり、重大な事故につながるおそれが高いこと
から、ＬＰガス販売事業者等は、これまでに発生した
事故事例やヒヤリハット事例を共有するとともに、平
成２０年度に保安院が高圧ガス保安協会に委託して作
成したバルク貯槽安全弁交換作業マニュアルＤＶＤな
ど関係団体、メーカー等が提供している交換作業マ
ニュアルを再度点検し、活用する等、作業手順の確認
を十分に行い事故再発防止の徹底を図ることが必要で
ある。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－協力業者となる工事業者においては、メーカー等の資料を活用し、作業前教育を実施
してから、実地作業に臨むよう教育している。
－安全弁の交換については、Ａ地区の営業所は、自社の専門工事チーム複数人において
工事をさせている。工事者は、日本エルピーガスプラント協会が開催している「バルク
供給セミナー」等において実際に作業を経験した担当者が監督指導することにより安全
弁の交換を実施させている。
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（４）その他

①　質量販売に係る事故防止対策
　ＬＰガス販売事業者等は、質量販売について、法令
で求められている供給開始時調査や定期消費設備調査
について、確実に実施することが必要である。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－社内基本方針として質量販売の取扱は行わない事としている。但し、イベント等でや
むを得ない場合、主催者側と十分な保安確保、事故防止に関わる打合せ及び契約を行
い、常時業務主任者立会いとして対応している。
－質量販売の「終了時」がいつ頃になるのか把握する為に、供給時に必ず確認する事項
としている。「終了」が確認できるまでは、継続取引であることを、社員に指導してい
る。
－質量販売を実施する場合は供給開始時調査および定期消費設備調査を確実に実施し保
安の確保に努めている。

　保安院としては、ＬＰガス販売事業者等による保安
業務の実施が困難な山小屋等に対する質量販売につい
て、液石法施行規則第１７条に基づく特則承認に係る
運用、手続等のルールを作成し、平成２４年度早期に
施行することとしている。対象となる山小屋等に関係
するＬＰガス販売事業者等においては、このルールも
踏まえ、山小屋等に対する質量販売の保安の確保のた
めの業務を確実に実施することが必要である。

・経済産業省は、ＬＰガス販売事業者による充塡容器の搬送、保安機関による保安業務
の実施が著しく困難な山小屋等に対してＬＰガスを質量販売する場合について、液化石
油ガス保安法施行規則第１７条に基づく特則承認の基準、申請手続きに関する内規を制
定し、平成２４年６月１４日付けで公布した。３事業者９件が申請準備中（平成２５年
２月現在）。
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②　落雪事故防止対策
　平成２４年は、平成１８年、平成２３年に匹敵する
豪雪となり、落雪等による漏えい事故等が多発してい
る。

　これらの事故はいずれも適切な落雪対策を講じてい
なかったものであることを踏まえ、ＬＰガス販売事業
者等は、積雪寒冷地での落雪に伴う調整器、供給管等
の損傷によるガス漏れ等を防止するため、引き続き、
従前以上に適切な落雪対策を講じるとともに、高圧ガ
ス保安協会の協力で作成したチラシ「雪害事故防止に
向けて」等も活用し、一般消費者等への注意喚起を図
ることが必要である。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－対象地域、対象消費先ヘチラシを配付し、除雪、容器小屋の設置等の対策、緊急連絡
先の周知活動を実施している。
－雪囲いの実施及びボンベカバーを付けるようにしている。
－落雪場所については安全な場所に移設を実施し、移設できない場所についてはボンベ
カバー及び庇やボンベ庫の設置等対策を講じている。

・一般社団法人全国ＬＰガス協会及び日本液化石油ガス協議会は、平成２４年２月及び
平成２５年１月に経済産業省からの要請を受けて、ＬＰガス販売事業者等に対し、落雪
事故防止対策の注意喚起を行った。

・一般社団法人北海道ＬＰガス協会は平成２５年２月に平成２４年度保安講習会を開催
し、雪害について保安講習を行った。

・北海道産業保安監督部は、平成２４年１２月に「雪害によるＬＰガス事故の発生防止
について」について、ホームページ上で注意喚起を実施した。

・関東東北産業保安監督部東北支部は、平成２４年１２月及び平成２５年２月に管内の
一般消費者等に、降積雪期における事故防止のための注意喚起を呼びかけた。

・経済産業省は、平成２４年度の委託事業において、雪害対策を検討するため、調査を
実施しており、その結果を踏まえ、今後対策方法について周知を行う予定。
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４．自然災害対策

　平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災は、
我が国全体に多大な被害をもたらし、ＬＰガス関連分
野においても、東北地方の沿岸部を中心とした地域に
おいて、消費者及び事業者が多大な被害を受けた。一
方、ＬＰガスによる大きな二次災害の発生はなく、ま
た、被災地域のＬＰガス販売事業者等の懸命な努力に
より比較的速やかに復旧が図られ、「災害に強いＬＰ
ガス」が実証されたと言える。

　また、西日本において、豪雨等の自然災害が発生し
たが、これらに対しても同様に、ＬＰガス分野での二
次災害の発生はみられなかった。

　しかしながら、東日本大震災においては、津波発生
により通信網の断絶、電源の喪失、車両燃料の不足、
保安台帳の流失等、未曾有の災害に対して事前に備え
ておくべき課題も露呈された。また、過去に発生した
豪雨災害等においても、今後につなげるべき様々な教
訓が残されている。

　特に、東日本大震災の発生を受け、総合資源エネル
ギー調査会　高圧ガス及び火薬類保安分科会　液化石
油ガス部会は平成２４年３月に報告書「東日本大震災
を踏まえた今後の液化石油ガス保安の在り方について
～真に災害に強いＬＰガスの確立に向けて～」を取り
まとめた。この東日本大震災を始めとするこれまでの
災害により得られた教訓を活かし、自然災害による被
害を防止するとともに、より安全かつ早期にＬＰガス
の供給再開を行うため、ＬＰガス販売事業者等におい
ては、同報告書に提示された具体的な対応策の実現に
向けて、他のＬＰガス関係事業者及び関係団体、自治
会、町内会、婦人会、消費者団体等、自治体、国等と
一体となって取り組むことが期待される。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－緊急時連絡体制を整備し、災害時には迅速な対応が出来る様、準備を行なっている。
－災害に備えた設備等として、災害対応バルク３３基設置、都市ガス供給マンションへ
の災害時対応バルク設置、災害優先電話の設置、従業員緊急連絡体制策定を実施。
－供給メイン地域である県協会の活動に積極的に参加し、販売事業者の枠を超えた、地
域ごとの防災、復旧に取り組んでいく。
－自社の緊急時対策要領について見直しを図り、LPガス販売事業者としての災害時の対
応を再整理した。

・経済産業省は、平成２４年３月にとりまとめた総合資源エネルギー調査会高圧ガス及
び火薬類保安分科会液化石油ガス部会の報告書で提示した１４の対応策について検討を
実施し、ＬＰガス災害対策マニュアルをとりまとめた。

　また、大規模な自然災害が発生した場合には、仮設
住宅が建設され、ＬＰガスの供給が求められる場合が
多く、現在も東日本大震災の被災者を始めとして多く
の一般消費者が仮設住宅においてＬＰガスを使用した
生活を続けている。仮設住宅におけるＬＰガスの供給
に係るＬＰガス販売事業者等は、供給設備の点検、消
費設備の調査等の保安業務の確実な実施並びにガスの
漏えい事故防止及びＣＯ中毒事故防止に係る一般消費
者等への注意喚起について、特に留意して取り組むこ
とが求められる。

・トップヒアリングの結果、以下の例がみられた。
－中越地震、中越沖地震、新潟県中部７．１３水害で対応した経験をもとに、改善すべ
き点は常時検討し、改善を行っている。
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